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裁定実施権関連規定 

 

【特許法（抄）】 

（不実施の場合の通常実施権の設定の裁定） 

第 83 条 特許発明の実施が継続して 3 年以上日本国内において適当にされていな

いときは、その特許発明の実施をしようとする者は、特許権者又は専用実施権

者に対し通常実施権の許諾について協議を求めることができる。ただし、その

特許発明に係る特許出願の日から 4 年を経過していないときは、この限りでな

い。 

２ 前項の協議が成立せず、又は協議をすることができないときは、その特許発

明の実施をしようとする者は、特許庁長官の裁定を請求することができる。 

 

（審議会の意見の聴取等） 

第 85 条 略 

２ 特許庁長官は、その特許発明の実施が適当にされていないことについて正当

な理由があるときは、通常実施権を設定すべき旨の裁定をすることができない。 

 

（他人の特許発明等との関係） 

第 72 条 特許権者、専用実施権者又は通常実施権者は、その特許発明がその特許

出願の日前の出願に係る他人の特許発明、登録実用新案若しくは登録意匠若し

くはこれに類似する意匠を利用するものであるとき、又はその特許権がその特

許出願の日前の出願に係る他人の意匠権若しくは商標権と抵触するときは、業

としてその特許発明の実施をすることができない。 

 

（自己の特許発明の実施をするための通常実施権の設定の裁定） 

第 92 条 特許権者又は専用実施権者は、その特許発明が第 72 条に規定する場合

に該当するときは、同条の他人に対しその特許発明の実施をするための通常実

施権又は実用新案権若しくは意匠権についての通常実施権の許諾について協議

を求めることができる。 

２ 前項の協議を求められた第 72 条の他人は、その協議を求めた特許権者又は専

用実施権者に対し、これらの者がその協議により通常実施権又は実用新案権若

しくは意匠権についての通常実施権の許諾を受けて実施をしようとする特許発

明の範囲内において、通常実施権の許諾について協議を求めることができる。 

３ 第 1 項の協議が成立せず、又は協議をすることができないときは、特許権者

又は専用実施権者は、特許庁長官の裁定を請求することができる。 

４ 第 2 項の協議が成立せず、又は協議をすることができない場合において、前

項の裁定の請求があつたときは、第 72 条の他人は、第 7 項において準用する第
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84 条の規定によりその者が答弁書を提出すべき期間として特許庁長官が指定し

た期間内に限り、特許庁長官の裁定を請求することができる。 

５ 特許庁長官は、第 3 項又は前項の場合において、当該通常実施権を設定する

ことが第 72 条の他人又は特許権者若しくは専用実施権者の利益を不当に害す

ることとなるときは、当該通常実施権を設定すべき旨の裁定をすることができ

ない。 

６ 特許庁長官は、前項に規定する場合のほか、第 4 項の場合において、第 3 項

の裁定の請求について通常実施権を設定すべき旨の裁定をしないときは、当該

通常実施権を設定すべき旨の裁定をすることができない。 

７ 第 84 条、第 85 条第 1 項及び第 86 条から前条までの規定は、第 3 項又は第 4

項の裁定に準用する。 

 

（公共の利益のための通常実施権の設定の裁定） 

第 93 条 特許発明の実施が公共の利益のため特に必要であるときは、その特許発

明の実施をしようとする者は、特許権者又は専用実施権者に対し通常実施権の

許諾について協議を求めることができる。 

２ 前項の協議が成立せず、又は協議をすることができないときは、その特許発

明の実施をしようとする者は、経済産業大臣の裁定を請求することができる。 

３ 第 84 条、第 85 条第 1 項及び第 86 条から第 91 条の 2 までの規定は、前項の

裁定に準用する。 

 

 


